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２０２１年３月 

 

ビジネス著作権検定® 上級問題集 改訂内容のご案内 

『ビジネス著作権検定 上級級問題集（第７版第１刷発行日：２０１７年５月３１日）』の記載内容のうち、以下の法改正に伴
い、変更になった箇所があります。詳しくは、＜改訂内容対応表＞にまとめましたので、内容を置き換えて学習をしてください。 
 
・２０２０年４月１日施行「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」に伴う著作権法改正 
・２０２０年４月２８日施行「著作権法の一部を改正する法律」 
・２０２１年１月１日施行「著作権法及びプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律の一部を改正する法律」に伴う著
作権法改正 

 
※なお、詳細は文化庁サイト（https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/index.html）をご確認ください。 

※２０１９年３月付、２０２０年３月付の「ビジネス著作権検定® 上級問題集 改訂内容のご案内」と併せてご確認ください。 

 

＜改訂内容対応表＞ 

該当箇所 改訂内容（下線部分） 上級問題集（第７版第１刷）内容 

練習問題 

正答・解説 ｐ．７２ 

【関連条文】 

＜著作権法第３０条

１項２号＞ 

＜著作権法第３０条１項２号＞ 
技術的保護手段の回避（第二条第一項第二十
号に規定する信号の除去若しくは改変その他
の当該信号の効果を妨げる行為（記録又は送
信の方式の変換に伴う技術的な制約によるも
のを除く。）を行うこと又は同号に規定する特定
の変換を必要とするよう変換された著作物、実
演、レコード若しくは放送若しくは有線放送に
係る音若しくは影像の復元を行うことにより、当
該技術的保護手段によつて防止される行為を
可能とし、又は当該技術的保護手段によつて
抑止される行為の結果に障害を生じないように
すること（著作権等を有する者の意思に基づい
て行われるものを除く。）をいう。第百十三条第
七項並びに第百二十条の二第一号及び第二
号において同じ。）により可能となり、又はその
結果に障害が生じないようになつた複製を、そ
の事実を知りながら行う場合 

＜著作権法第３０条１項２号＞ 
技術的保護手段の回避（第二条第一項第二十
号に規定する信号の除去若しくは改変（記録
又は送信の方式の変換に伴う技術的な制約に
よる除去又は改変を除く。）を行うこと又は同号
に規定する特定の変換を必要とするよう変換さ
れた著作物、実演、レコード若しくは放送若しく
は有線放送に係る音若しくは影像の復元（著
作権等を有する者の意思に基づいて行われる
ものを除く。）を行うことにより、当該技術的保護
手段によつて防止される行為を可能とし、又は
当該技術的保護手段によつて抑止される行為
の結果に障害を生じないようにすることをいう。
第百二十条の二第一号及び第二号において
同じ。）により可能となり、又はその結果に障害
が生じないようになつた複製を、その事実を知
りながら行う場合 

練習問題 

正答・解説 ｐ．７４ 

問題４６ 

ア 当該著作物の種類及び用途並びに当該複製
の部数及び当該複製、公衆送信又は伝達の
態様に照らし著作権者の利益を不当に害する
こととなる場合には、その複製を行うことは著作
権の侵害となる（３５条１項ただし書き）。よって、
本肢は誤り。 

ア 当該著作物の種類及び用途並びにその複製
の部数及び態様に照らし著作権者の利益を不
当に害することとなる場合には、その複製を行
うことは著作権の侵害となる（３５条１項ただし書
き）。よって、本肢は誤り。 

練習問題 

正答・解説 ｐ．７４ 

【関連条文】 

＜著作権法第３５条

１項＞ 

＜著作権法第３５条１項＞ 
学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合
には、その必要と認められる限度において、公
表された著作物を複製し、若しくは公衆送信
（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能
化を含む。以下この条において同じ。）を行い、
又は公表された著作物であつて公衆送信され
るものを受信装置を用いて公に伝達することが
できる。ただし、当該著作物の種類及び用途並
びに当該複製の部数及び当該複製、公衆送
信又は伝達の態様に照らし著作権者の利益を
不当に害することとなる場合は、この限りでな
い。 

＜著作権法第３５条１項＞ 
学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合
には、必要と認められる限度において、公表さ
れた著作物を複製することができる。ただし、当
該著作物の種類及び用途並びに当該複製の
部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当
に害することとなる場合は、この限りでない。 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） 上級問題集（第７版第１刷）内容 

練習問題 

正答・解説 ｐ．７６ 

【関連条文】 

＜著作権法第３５条

１項＞ 

＜著作権法第３５条１項＞ 
学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合
には、その必要と認められる限度において、公
表された著作物を複製し、若しくは公衆送信
（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能
化を含む。以下この条において同じ。）を行い、
又は公表された著作物であつて公衆送信され
るものを受信装置を用いて公に伝達することが
できる。ただし、当該著作物の種類及び用途並
びに当該複製の部数及び当該複製、公衆送
信又は伝達の態様に照らし著作権者の利益を
不当に害することとなる場合は、この限りでな
い。 

＜著作権法第３５条１項＞ 
学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合
には、必要と認められる限度において、公表さ
れた著作物を複製することができる。ただし、当
該著作物の種類及び用途並びに当該複製の
部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当
に害することとなる場合は、この限りでない。 

練習問題 

正答・解説 ｐ．７８ 

問題５１ 

「プログラムの著作物」の複製物の所有者は、
自分で実行するために必要と認められる限度に
おいて、複製および翻案ができる（４７条の３第１
項、４７条の６第１項６号）。プログラムの著作物が
違法複製物であることを知って入手した場合に
は、これをコンピュータで業務上使用すれば著作
権の侵害となる（１１３条５項）。プログラムの著作
物を譲渡した場合には、バックアップ用に作成し
た複製物は保存してはいけない（４７条の３第２
項）。 
以上より、正答はイである。 

「プログラムの著作物」の複製物の所有者は、
自分で実行するために必要と認められる限度に
おいて、複製および翻案ができる（４７条の３第１
項、４７条の６第１項２号）。プログラムの著作物が
違法複製物であることを知って入手した場合に
は、これをコンピュータで業務上使用すれば著作
権の侵害となる（１１３条２項）。プログラムの著作
物を譲渡した場合には、バックアップ用に作成し
た複製物は保存してはいけない（４７条の３第２
項）。 
以上より、正答はイである。 

練習問題 

正答・解説 ｐ．８３ 

【関連条文】 

＜著作権法第６３条

３項＞ 

＜著作権法第６３条３項＞ 
利用権（第一項の許諾に係る著作物を前項の
規定により利用することができる権利をいう。次
項において同じ。）は、著作権者の承諾を得な
い限り、譲渡することができない。 

＜著作権法第６３条３項＞ 
第一項の許諾に係る著作物を利用する権利
は、著作権者の承諾を得ない限り、譲渡するこ
とができない。 

練習問題 

正答・解説 ｐ．８５ 

【関連条文】 

＜著作権法第６３条

３項＞ 

＜著作権法第６３条３項＞ 
利用権（第一項の許諾に係る著作物を前項の
規定により利用することができる権利をいう。次
項において同じ。）は、著作権者の承諾を得な
い限り、譲渡することができない。 

＜著作権法第６３条３項＞ 
第一項の許諾に係る著作物を利用する権利
は、著作権者の承諾を得ない限り、譲渡するこ
とができない。 

練習問題 

正答・解説 ｐ．９３ 

問題７９ 

３ 第１１３条５項より正しい。 ３ 第１１３条２項より正しい。 

練習問題 

正答・解説 ｐ．９３ 

【関連条文】 

＜著作権法第１１３

条５項＞ 

＜著作権法第１１３条５項＞ 
プログラムの著作物の著作権を侵害する行為
によつて作成された複製物（当該複製物の所
有者によつて第四十七条の三第一項の規定
により作成された複製物並びに第一項第一号
の輸入に係るプログラムの著作物の複製物及
び当該複製物の所有者によつて同条第一項
の規定により作成された複製物を含む。）を業
務上電子計算機において使用する行為は、こ
れらの複製物を使用する権原を取得した時に
情を知つていた場合に限り、当該著作権を侵
害する行為とみなす。 

＜著作権法第１１３条２項＞ 
プログラムの著作物の著作権を侵害する行為
によつて作成された複製物（当該複製物の所
有者によつて第四十七条の三第一項の規定
により作成された複製物並びに前項第一号の
輸入に係るプログラムの著作物の複製物及び
当該複製物の所有者によつて同条第一項の
規定により作成された複製物を含む。）を業務
上電子計算機において使用する行為は、これ
らの複製物を使用する権原を取得した時に情
を知つていた場合に限り、当該著作権を侵害
する行為とみなす。 

練習問題 

正答・解説 ｐ．９３ 

問題８０ 

イ プログラムの著作物については、著作権を侵
害する行為により作成されたことを知りつつ、
そのプログラムを業務上使用する行為は違
法となるが（１１３条５項）、自分の趣味のため
に使用する行為は、違法とはならない。 

イ プログラムの著作物については、著作権を侵
害する行為により作成されたことを知りつつ、そ
のプログラムを業務上使用する行為は違法とな
るが（１１３条２項）、自分の趣味のために使用
する行為は、違法とはならない。 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） 上級問題集（第７版第１刷）内容 

練習問題 

正答・解説 ｐ．９４ 

問題８２ 

エ 第１１９条第１項から第３項まで、第１２０条の２
第３号から第６号まで、第１２１条の２及び前
条第１項の罪は、告訴がなければ公訴を提
起することができない（１２３条１項）。著作
権、著作隣接権侵害は、一部を除いて被害
者の告訴がなければ起訴できない親告罪で
ある。 

エ 第１１９条、第１２０条の２第３号及び第４号、第
１２１条の２並びに前条第１項の罪は、告訴がな
ければ公訴を提起することができない（１２３条
１項）。著作権、著作隣接権侵害は、一部を除
いて被害者の告訴がなければ起訴できない親
告罪である。 

過去問題１ 

正答・解説 ｐ．１５１ 

問題１７ 

エ 「著作権を侵害する自動公衆送信を受信して
行うデジタル方式の録音又は録画（以下この号
及び次項において「特定侵害録音録画」とい
う。）を、特定侵害録音録画であることを知りな
がら行う場合」には、第３０条の適用はない（３０
条１項３号）。 

エ 「著作権を侵害する自動公衆送信を受信して
行うデジタル方式の録音又は録画を、その事
実を知りながら行う場合」には、第３０条の適用
はない（３０条１項３号）。これは平成２１年改正
により導入された規定である。 

過去問題１ 

正答・解説 ｐ．１５２ 

問題１９ 

ウ 学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合
には、その必要と認められる限度において、公
表された著作物を複製し、若しくは公衆送信
（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能
化を含む。以下この条において同じ。）を行い、
又は公表された著作物であつて公衆送信され
るものを受信装置を用いて公に伝達することが
できる。ただし、当該著作物の種類及び用途並
びに当該複製の部数及び当該複製、公衆送
信又は伝達の態様に照らし著作権者の利益を
不当に害することとなる場合は、この限りでな
い。（３５条１項）。大学のゼミは、教育機関にお
ける授業過程であり、ゼミの人数はそれほど多
くなく、コピーする部数も限られるので、権利制
限規定に該当する。 

ウ 学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における使用に供することを目的とする場合
には、必要と認められる限度において、公表さ
れた著作物を複製することができる。ただし、当
該著作物の種類及び用途並びにその複製の
部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当
に害することとなる場合は、この限りでない（３５
条１項）。大学のゼミは、教育機関における授
業過程であり、ゼミの人数はそれほど多くなく、
コピーする部数も限られるので、権利制限規定
に該当する。 

過去問題１ 

正答・解説 ｐ．１５４ 

問題２４ 

ウ 利用権（許諾に係る著作物を利用することが
できる権利）は、著作権者の承諾を得ない限
り、譲渡することができない。（６３条３項）。 

ウ 許諾に係る著作物を利用する権利は、著作権
者の承諾を得ない限り、譲渡することができな
い（６３条３項）。 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） 上級問題集（第７版第１刷）内容 

過去問題１ 

正答・解説 ｐ．１５７ 

問題３０ 

イ 著作権を侵害する自動公衆送信（国外で行わ
れる自動公衆送信であつて、国内で行われた
としたならば著作権の侵害となるべきものを含
む。）を受信して行うデジタル方式の録音又は
録画（以下この号及び次項において「特定侵害
録音録画」という。）を、特定侵害録音録画であ
ることを知りながら行う場合は、私的使用のため
の複製の権利制限規定にあたらない（３０条１
項３号）。海外のＷｅｂサイトからの海賊版ファイ
ルのダウンロードは、有体物を国内に持ち込ん
でいるわけではないので、輸入とはいえず、第
１１３条１項１号のみなし侵害規定にはあてはま
らないが、私的使用のための複製の権利制限
規定の例外にあてはまり、複製権の侵害とな
る。 

ウ プログラムの著作物の著作権を侵害する行為
によつて作成された複製物を業務上電子計算
機において使用する行為は、これらの複製物
を使用する権原を取得した時に情を知つてい
た場合に限り、当該著作権を侵害する行為とみ
なす（１１３条５項）。本肢では、使用する権原を
取得した時（＝購入時）に違法インストール状
態であることを知らなかったのであるから、その
後そのアプリケーションソフトを使用する行為
は、著作権侵害行為とはみなされない。 

エ 権利管理情報を故意に除去し、又は改変す
る行為は、当該権利管理情報に係る著作者人
格権、著作権、出版権、実演家人格権又は著
作隣接権を侵害する行為とみなす（１１３条８項
２号）。 

イ 著作権を侵害する自動公衆送信（国外で行わ
れる自動公衆送信であつて、国内で行われた
としたならば著作権の侵害となるべきものを含
む。）を受信して行うデジタル方式の録音又は
録画を、その事実を知りながら行う場合は、私
的使用のための複製の権利制限規定にあたら
ない（３０条１項３号）。海外のＷｅｂサイトからの
海賊版ファイルのダウンロードは、有体物を国
内に持ち込んでいるわけではないので、輸入と
はいえず、第１１３条１項１号のみなし侵害規定
にはあてはまらないが、私的使用のための複製
の権利制限規定の例外にあてはまり、複製権
の侵害となる。 

 
 
ウ プログラムの著作物の著作権を侵害する行為
によつて作成された複製物を業務上電子計算
機において使用する行為は、これらの複製物
を使用する権原を取得した時に情を知つてい
た場合に限り、当該著作権を侵害する行為とみ
なす（１１３条２項）。本肢では、使用する権原を
取得した時（＝購入時）に違法インストール状
態であることを知らなかったのであるから、その
後そのアプリケーションソフトを使用する行為
は、著作権侵害行為とはみなされない。 

エ 権利管理情報を故意に除去し、又は改変す
る行為は、当該権利管理情報に係る著作者人
格権、著作権、実演家人格権又は著作隣接権
を侵害する行為とみなす（１１３条３項２号）。 

過去問題２ 

正答・解説 ｐ．１６８ 

問題１３ 

エ 著作者の名誉又は声望を害する方法によりそ
の著作物を利用する行為は、その著作者人格
権を侵害する行為とみなす（１１３条１１項）。著
作者又は実演家は、故意又は過失によりその
著作者人格権又は実演家人格権を侵害した者
に対し、損害の賠償に代えて、又は損害の賠
償とともに、著作者又は実演家であることを確
保し、又は訂正その他著作者若しくは実演家
の名誉若しくは声望を回復するために適当な
措置を請求することができる（１１５条）。著作者
又は実演家の死後においては、その遺族（死
亡した著作者又は実演家の配偶者、子、父
母、孫、祖父母又は兄弟姉妹をいう。）は、当該
著作者又は実演家について第６０条又は第１０
１条の３の規定に違反する行為をする者又はす
るおそれがある者に対し第１１２条の請求を、故
意又は過失により著作者人格権又は実演家人
格権を侵害する行為又は第６０条若しくは第１０
１条の３の規定に違反する行為をした者に対し
前条の請求をすることができる（１１６条１項）。し
たがって、子は美人画の撤去および謝罪文の
掲示を要求する権利を有する。 

エ 著作者の名誉又は声望を害する方法によりそ
の著作物を利用する行為は、その著作者人格
権を侵害する行為とみなす（１１３条６項）。著作
者又は実演家は、故意又は過失によりその著
作者人格権又は実演家人格権を侵害した者に
対し、損害の賠償に代えて、又は損害の賠償と
ともに、著作者又は実演家であることを確保し、
又は訂正その他著作者若しくは実演家の名誉
若しくは声望を回復するために適当な措置を
請求することができる（１１５条）。著作者又は実
演家の死後においては、その遺族（死亡した著
作者又は実演家の配偶者、子、父母、孫、祖
父母又は兄弟姉妹をいう。）は、当該著作者又
は実演家について第６０条又は第１０１条の３の
規定に違反する行為をする者又はするおそれ
がある者に対し第１１２条の請求を、故意又は
過失により著作者人格権又は実演家人格権を
侵害する行為又は第６０条若しくは第１０１条の
３の規定に違反する行為をした者に対し前条
の請求をすることができる（１１６条１項）。したが
って、子は美人画の撤去および謝罪文の掲示
を要求する権利を有する。 
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過去問題２ 

正答・解説 ｐ．１７２ 

問題２１ 

エ 次の各号のいずれかに該当する者は、二年
以下の懲役若しくは二百万円以下の罰金に処
し、又はこれを併科する。 
一 第三十条第一項に定める私的使用の目的
をもつて、録音録画有償著作物等（録音さ
れ、又は録画された著作物又は実演等（著作
権又は著作隣接権の目的となつているものに
限る。）であつて、有償で公衆に提供され、又
は提示されているもの（その提供又は提示が
著作権又は著作隣接権を侵害しないものに
限る。）をいう。）の著作権を侵害する自動公
衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつ
て、国内で行われたとしたならば著作権の侵
害となるべきものを含む。）又は著作隣接権を
侵害する送信可能化（国外で行われる送信可
能化であつて、国内で行われたとしたならば
著作隣接権の侵害となるべきものを含む。）に
係る自動公衆送信を受信して行うデジタル方
式の録音又は録画（以下この号及び次項に
おいて「有償著作物等特定侵害録音録画」と
いう。）を、自ら有償著作物等特定侵害録音
録画であることを知りながら行つて著作権又
は著作隣接権を侵害した者（１１９条３項１
号）。私的複製の目的で、Ｗｅｂサイト上の違
法複製物をデジタル方式で録音または録画し
た場合に刑事罰が科されるのは、有償で公衆
に提供、提示されているものに限られるので、
無償で公衆に提供されているものにはおよば
ない。 

エ 第３０条第１項に定める私的使用の目的をも
つて、有償著作物等（録音され、又は録画され
た著作物又は実演等（著作権又は著作隣接権
の目的となつているものに限る。）であつて、有
償で公衆に提供され、又は提示されているもの
（その提供又は提示が著作権又は著作隣接権
を侵害しないものに限る。）をいう。）の著作権
又は著作隣接権を侵害する自動公衆送信（国
外で行われる自動公衆送信であつて、国内で
行われたとしたならば著作権又は著作隣接権
の侵害となるべきものを含む。）を受信して行う
デジタル方式の録音又は録画を、自らその事
実を知りながら行つて著作権又は著作隣接権
を侵害した者は、２年以下の懲役若しくは２００
万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する
（１１９条３項）。私的複製の目的で、Ｗｅｂサイト
上の違法複製物をデジタル方式で録音または
録画した場合に刑事罰が科されるのは、有償
で公衆に提供、提示されているものに限られる
ので、無償で公衆に提供されているものにはお
よばない。 

過去問題２ 

正答・解説 ｐ．１７５ 

問題２７ 

イ レコード製作者は、そのレコードを複製する権
利を専有する（９６条）。 
著作物は、個人的に又は家庭内その他これ

に準ずる限られた範囲内において使用すること
を目的とするときは、次に掲げる場合を除き、そ
の使用する者が複製することができる。 
三 著作権を侵害する自動公衆送信（国外で
行われる自動公衆送信であつて、国内で行
われたとしたならば著作権の侵害となるべき
ものを含む。）を受信して行うデジタル方式
の録音又は録画（以下この号及び次項にお
いて「特定侵害録音録画」という。）を、特定
侵害録音録画であることを、その事実を知り
ながら行う場合（３０条１項３号） 
第３０条第１項の規定は、レコードの利用に

準用される（１０２条１項）。 
そのため、その事実を知りながら、音楽ＣＤ

の著作権を侵害する自動公衆送信を受信して
デジタル方式の録音を行うと、レコード製作者
の複製権を侵害する。 

イ レコード製作者は、そのレコードを複製する権
利を専有する（９６条）。 
著作物は、個人的に又は家庭内その他これ

に準ずる限られた範囲内において使用すること
を目的とするときは、次に掲げる場合を除き、そ
の使用する者が複製することができる。 
三 著作権を侵害する自動公衆送信（国外で
行われる自動公衆送信であつて、国内で行
われたとしたならば著作権の侵害となるべき
ものを含む。）を受信して行うデジタル方式
の録音又は録画を、その事実を知りながら行
う場合（３０条１項３号） 
第３０条第１項の規定は、レコードの利用に

準用される（１０２条１項）。 
そのため、その事実を知りながら、音楽ＣＤ

の著作権を侵害する自動公衆送信を受信して
デジタル方式の録音を行うと、レコード製作者
の複製権を侵害する。 



 - 6 - 

該当箇所 改訂内容（下線部分） 上級問題集（第７版第１刷）内容 

過去問題２ 

正答・解説 ｐ．１７５ 

問題２８ 

ウ プログラムの著作物の著作権を侵害する行為
によつて作成された複製物を業務上電子計算
機において使用する行為は、これらの複製物
を使用する権原を取得した時に情を知つてい
た場合に限り、当該著作権を侵害する行為とみ
なす（１１３条５項）。したがって、入手した際に、
海賊版とは知らなかった場合は、業務上のパソ
コンで使用しても侵害する行為とはみなされな
い。 

エ 権利管理情報を故意に除去し、又は改変す
る行為は、当該権利管理情報に係る著作者人
格権、著作権、出版権、実演家人格権又は著
作隣接権を侵害する行為とみなす（１１３条８項
２号）。 

ウ プログラムの著作物の著作権を侵害する行為
によつて作成された複製物を業務上電子計算
機において使用する行為は、これらの複製物
を使用する権原を取得した時に情を知つてい
た場合に限り、当該著作権を侵害する行為とみ
なす（１１３条２項）。したがって、入手した際に、
海賊版とは知らなかった場合は、業務上のパソ
コンで使用しても侵害する行為とはみなされな
い。 

エ 権利管理情報を故意に除去し、又は改変す
る行為は、当該権利管理情報に係る著作者人
格権、著作権、実演家人格権又は著作隣接権
を侵害する行為とみなす（１１３条３項２号）。 

過去問題２ 

正答・解説 ｐ．１８０ 

問題３９ 

４ 第３０条第１項、第３０条の３、第３１条第１項第
１号若しくは第３項後段、第３３条の２第１項、第
３３条の３第１項若しくは第４項、第３５条第１
項、第３７条第３項、第３７条の２本文（同条第２
号に係る場合にあつては、同号。次項第１号に
おいて同じ。）、第４１条から第４２条の３まで、
第４３条第２項、第４４条第１項若しくは第２項、
第４７条第１項若しくは第３項、第４７条の２又は
第４７条の５第１項に定める目的以外の目的の
ために、これらの規定の適用を受けて作成され
た著作物の複製物（次項第１号又は第２号の複
製物に該当するものを除く。）を頒布し、又は当
該複製物によつて当該著作物の公衆への提
示（送信可能化を含む。以下同じ。）を行った
者は、第２１条の複製を行つたものとみなす（４
９条１項１号）。いったん私的使用のための複製
として複製された場合であっても、その後私的
使用以外の目的のために当該複製物を頒布
し、または公衆に提示した者は、（許諾のない）
複製を行ったものとみなされる。 

４ 第３０条第１項、第３０条の３、第３１条第１項第
１号若しくは第３項後段、第３３条の２第１項若し
くは第４項、第３５条第１項、第３７条第３項、第
３７条の２本文（同条第２号に係る場合にあつて
は、同号。次項第１号において同じ。）、第４１
条から第４２条の３まで、第４３条第２項、第４４
条第１項若しくは第２項、第４７条第１項若しく
は第３項、第４７条の２又は第４７条の５第１項に
定める目的以外の目的のために、これらの規
定の適用を受けて作成された著作物の複製物
（次項第１号又は第２号の複製物に該当するも
のを除く。）を頒布し、又は当該複製物によつて
当該著作物の公衆への提示（送信可能化を含
む。以下同じ。）を行った者は、第２１条の複製
を行つたものとみなす（４９条１項１号）。いった
ん私的使用のための複製として複製された場
合であっても、その後私的使用以外の目的の
ために当該複製物を頒布し、または公衆に提
示した者は、（許諾のない）複製を行ったものと
みなされる。 

以上 


